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Summary
　One Korean man who lived in Osaka city sued against his employer and Japanese government in 
₂₀₁₀. He claimed that he was forced to use his Japanese name which is not his original name, in the 
workplace for ₄  months, and demanded the society where minorities can live by using only their 
original names naturally.
　In Osaka city, A movement for the revival of ethnic educations has been carried out under the slo-
gan “Use and Call real name” since ₁₉₇₀. Some Japanese teachers carried on a series of campaigns for 
using and calling real name in ₁₉₇₄. These teachers tried to correct misunderstandings about Korea 
among the Japanese pupils, and they encouraged the Korean pupils to switch from their Japanese 
names to their original Korean names.
　The author analyzed those movements by investigating articles in some magazines of that period. 
Consequently, the author found the fact that most of the schools in which those movements took 
place were in the residential districts in Osaka.
　The reaction of local governmentsʼ side toward those movements was slow. Some local governments 
enacted their basic policy after more than ₁₅ years from those ﬁrst actions.
Due to such causes, the situation where ₈₀ or ₈₅ percent of Koreans are living by using their Japa-
nese names was not changed even in ₂₀₀₀s when all of the efforts were completed.
　In addition, the foreign children of non-Koreans also begun to use their Japanese names recently. 
It should become the base for human rights that all ethnic minorities use and call their own original 
names in Japan.
　In this paper, the author pointed out two problems: the limitation of the development and the 
spread of those movements and the slow speed of the governmentʼs reaction.
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は じ め に
　カイロ宣言で示されたように，終戦（₁₉₄₅年）
後の韓民族は日本の支配下から解放されたはずで
あった．しかし，₂₁世紀になった現在でも日本国
内では韓民族に対する差別的な処遇が存在してい
る．
　日本社会での在日コリアン₁）に対する差別の ₁
つは，日本で生まれ育ち，納税など，国内でマジョ
リティの日本人と変わらない生活を営んでおり，
将来に亘っても日本に住み続けるつもりであるに
もかかわらず，ルーツによって日本国民と同様の
権利が得られないことである．
　もう ₁ つは，日本人とは異なる民族でありなが
ら，その民族としてのアイデンティティを持つこ
とができないことである．
　日本は本来単一民族国家ではなかった．日本人
以外にも沖縄の人々やアイヌの人々も居住する．
　日本人という単語は曖昧であるが，単なる日本
国籍という意味のみならず民族的な意味も含む．
そのため，本稿では日本人，在日コリアン，韓民
族（朝鮮民族）の各々の単語は，民族的側面を重
視して用いることとする．
　この ₂ つに大別される差別のうち，本稿で扱う
のは後者である．異民族や外国人を排斥するよう
な日本人の言動には，次のようなものが挙げられ
る．
　₁₉₈₅年に日本国籍取得後に本来の民族名への切
換えを裁判所で棄却され，これが契機になり結成
された団体「民族名をとりもどす会」の朴実氏は
結婚の際，民族差別の壁に突き当たった．相手の
両親は，朴実氏との結婚を決して許してくれず，
その母は遂に自殺という最終的手段に訴え，父は
交通事故に遭った．この出来事によって，朴実氏
は「帰化」を婚約者の両親から要求され，名前も
その際に本人の意図に反し，日本名に換えさせら
れた₂）．
　日本では長らく韓国・朝鮮籍者が最多の外国籍
住民であった．彼らのうち₆₀万人は戦後も帰国せ
ずに残留したため，戦後の日本は既に外国籍住民
を抱える国であった．今日では，₂₀₁₅年末の統計
で，外国人₂₂₀万人が暮らす．年々，日本国籍者
に対する外国籍者の割合は，増加している．₂₀₀₆
年に総人口に対する外国籍の割合が，₁.₆₃%₃）で
あったが，₂₀₁₅年には₁.₇₆%₄）になった．しかしな
がら，約 ₈ 割 ₅ 分以上の在日コリアンが通名を名
乗っている状況₅）により，日本で彼らは見えない
外国人である．
　日本において在日コリアンの人々が，通名を名
のってきたのは，言うまでもなく通名を名のらざ
るを得ないような環境が日本社会のなかに延々と
存在していたことが，主たる原因である．日本は
戦後，戦時期への反省と共に，明治以降に歩んで
きた日本の近代のあり方を見直し，歪んだアジア
観を是正し，より発展著しいアジア各国との連携
を視野に入れるべきであったと筆者は考えてい
る．しかし，戦争に対しての反省は部分的にのみ
行われ，アジア蔑視は全く是正されてこなかった
といってよい．それが，₂₁世紀に入ってヘイトデ
モや書店に並ぶヘイト書籍などの新たな問題に発
展しているとみるべきであろう．
　そこで本稿では，在日コリアンの民族性，すな
わちルーツに基づくアイデンティティを尊重する
動きとして，「本名を呼び名のる」実践を取り上
げたい．₁₉₇₀年以降に主に大阪から始まった「本
名を呼び名のる」実践は，韓民族を貶める従来の
教育を見直し，公立学校に通う在日コリアン児童
生徒が自らの民族に誇りを持てるような教育をめ
ざし，日本人が彼らを人間として尊重できるよう
にすることを目的として始まった取り組みであっ
た．従来は，日本史の授業などで豊臣秀吉の出兵
を「朝鮮征伐」などと表現していたり，三一独立
運動を「萬歳（マンセー）運動」と称し韓民族を
蔑視したりした．「本名を呼び名のる」運動に立
ち上がった教師らは，それらを是正すると共に，
在日コリアンの子どもたちの本名が名のれない環
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境に真剣に向き合い，本名を尊重することができ
るように指導をした．本名を呼び名のる実践と共
に「地域子ども会」「朝問研（朝鮮問題研究会）」
という課外活動などが実践された．当時の日本の
教育現場での隣国観を吟味すれば，十分に画期的
で大胆な取り組みであった．この取り組み内容に
ついて十分検討をしていきたい．また，在日コリ
アン各人に対する「本名を呼び，名のる」ことを
はじめとする民族教育は，現代においては，日本
人化させないというよりも，既に日本人化した在
日コリアンの人々に民族的な要素を身に付けても
らうといったほうが正確であろう．
　すなわち彼ら₆）は，成長の過程で民族に目覚
めて，母国語を学習したり，民族文化に触れる
など，非日本人的な属性を獲得していくという
意味で，日本社会で「異化」していくことはあ
りえても，これ以上「同化」しようがない．と
いうのも「同化」の前提となる民族的素養を最
初から身に付けていないからである．
（ぱくいる ₁₉₉₅年「民族教育って何だ」，『ほる
もん文化』 ₅ 号， ₄₃頁）
　しかし，その画期的な取り組みの末，「本名を
名のる」在日コリアンは増えたのだろうか．他方，
彼ら民族に対する偏見や差別は解消されたのだろ
うか．
　ここでは，その本名を呼び名のる取り組みにつ
いて，季刊『三千里』などの記事分析を通して，
どのような取り組みが行われてきたのかを明らか
にする．個々の当事者や学校教師の働きかけに
よって日本人生徒児童にどのような変革があった
のかも読み取ってゆく．
　本名を呼び名のることの重要性は，在日コリア
ン当事者が本来の民族性の一部を取り戻し，個性
を尊重するに留まらず，在日外国人を差別しない
日本人を教育することにもあった．したがって，
日本人に対する運動の効果を検討する．
　大阪市内の教師らが中心になって展開された
「本名を呼び名のる」運動の問題点を見つめ直し，
国内各民族の民族教育や共存を考える上で必要な
指針を提示することを本稿の最終目標とする．
　まずここで，₁₉₇₀年代の「本名を呼び名のる」
運動を取り扱った研究をまとめておきたい．
金一勉（キムイルミョン）（₁₉₇₈）は，『朝鮮人が
なぜ「日本名」を名のるのか』で，日本式通称名
がいかに異常なものであるか，主張している．戦
前の日本では，内地居住の朝鮮人が民族名を名の
り，民族を維持して生きようとすると「不逞鮮人」
というレッテルを張り，こうした人を悪人として
扱う傾向があった．その後も日本社会に彼ら在日
コリアンに対して根強い偏見が継続することにな
る．
　金は，第₁₂章のタイトルを「₁₉₇₀年代の変動」
と称し，₁₉₇₀年代を従来の同化主義・排外主義の
日本社会が変化した時期としてみている．大阪市
外国人教育研究協議会（市外教）の総会で全教職
員を会員とすることが承認されたほど，当時大阪
市が在日韓国・朝鮮人教育に傾斜したと断言して
いる．
　日本人の児童生徒が隣国を一つの大切な外国と
して尊重することができるように，さまざまな取
り組みが行われ，₁₉₇₀年以降は民族をあらわす名
前の回復に全力が挙げられ，むしろ運動に反発す
る在日コリアン保護者のほうが民族的に歪んだ存
在であったと金はみている．金は本名宣言の例と
して，大阪市東成区のコリアタウン至近である大
成小学校を挙げている．
　伊地知紀子（₁₉₉₄）『在日朝鮮人の名前』は，
本研究テーマに最も合致した文献である．
　伊地知は，行政側がアジア系の外国人の名前を
できる限り日本名に近づけようと働きかけている
ことなどを指摘している．
　伊地知は，大阪では民族教師の存在が「本名を
呼び名のる」運動を支えたとしている．大阪市の
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通達については「現場で生かされているかどうか
はまた別である」と慎重な評価を下している．ま
た，「保護者の意向を尊重する」という公立学校
等の教育指針が結果的に本名を尊重する教育を無
意味なものにしてしまうと指摘している．
　薮田直子（₂₀₁₃）は，₂₀₁₁年に実施したインタ
ビュー調査をもとに，教師が「通名」にどう向き
合うかを，従来の「本名を呼び名のる」実践を踏
まえて，検討している．それによれば，現代の中
学校では「本人が呼ばれたい名前」を尊重すると
して，民族名の枠を超えて多様な名前を尊重でき
るようにしている．そして，₂₀₁₁年調査時点での
教育現場では，本名使用率の向上よりも「本名が
名のれる環境づくり」に重きが置かれ，差別を許
さない環境の実現を目標としていることが明らか
にされた．
　以上の研究から，₁₉₇₀年代に在日コリアン生徒
の「本名を呼び名のる」教育が開始され，また教
育に変化が起こるほどの背景があったことが明ら
かになる．つまり₁₉₇₀年代はそれ以前の年代に比
べて，外国人の本名を名のるという点で大きな変
化があったと考えられ，この₁₉₇₀年代からの教育
を基礎に，教育現場での本人の尊重と外国人を差
別しない環境づくりが展開されていると想定して
よいだろう．ただし，果たしてどの程度の範囲で
影響があったのか，行政がどのような対応を行っ
たのかについて検討課題が残る．
　この課題の分析に使用する季刊『三千里』は，
日本で創刊された本国と在日コリアン両方を含む
コリア問題に関する雑誌であるが，₁₉₇₅年から
₁₉₈₇年までの₁₃年間，一部例外を除き ₁ 年間に ₄
回発刊された刊行物である．季刊『三千里』の記
事のうち，タイトルに「本名」が含まれる記事は
計 ₈ 点あり，₆ 人の人物によって書かれている．
雑誌『まだん（마당）』は，₁₉₇₃年から₁₉₇₅年まで
の ₃ 年間，計 ₆ 巻不定期発行された雑誌である．
また，『ほるもん文化』が₁₉₉₀年から₂₀₀₀年まで，
₁₉₉₄年と₁₉₉₉年を除き年 ₁ 回ずつ発行されてい
る．したがって，雑誌『まだん』と季刊『三千里』
が₁₉₇₀年代に発行された在日コリアン当事者によ
る雑誌となる．そのうち，季刊『三千里』は計₅₀
巻発行され，関連するものでは当時最大の発行回
数を誇る．当時の民族問題に対する運動を検証す
るのには最も適した資料とみてよいだろう．また，
全国在日朝鮮人教育研究協議会内の全朝教大阪
（当時は，「公立学校に在籍する在日朝鮮人子弟の
教育を考える会」）の Web サイトの参照，大阪市
外国人教育研究協議会発行資料の参照，その他関
連文献の参照を行った．
　1.　21世紀における在日コリアンの名前への
　　　 民族差別
　₂₁世紀に入るや否や在日コリアン当事者の姓名
をめぐって，複数の裁判が行われた．その裁判と
は，まず積水ハウス株式会社を被告とした徐文平
（ソ・ムンピョン）氏₇）による裁判である．これは，
積水ハウスで営業の仕事をする徐氏が，₂₀₀₅年 ₂
月に顧客から差別的な発言を浴びせられた₈）こと
により，事件が始まっている．徐さんは，₂₀₀₆年
₇ 月に差別的発言をしたとされる取引先の男性に
対し慰謝料₃₀₀万円などの損害賠償を求める訴訟
を大阪地裁で起こした₉）．₂₀₀₇年 ₈ 月には，差別
を認め謝罪する文書と解決金₃₀万円で和解が成立
した．
　そして近畿地方では次に，₂₀₁₀年から争われた
金稔万氏₁₀）による裁判がある．氏は建設現場な
どで日雇いの仕事をしながら，映像作成も手掛け
る．本名については，同会社で働く際に使用して
きており，同社以外でも常時使用している．₂₀₀₉
年に金氏は，阪急梅田ビルディング工事現場に出
勤する前に電話で社長（在日コリアン ₂ 世，日本
名）から「通名で行ってほしい」と言われ，その
時は「本名で行きたい」と申し出て，何回かやり
とりがあった末に現場では，出勤簿に通名を書か
され，ヘルメットに貼られていた「きむ」のシー
ルを剥がされたという．金氏は，₂₀₁₀年，阪急梅
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田ビル工事現場担当の米原建設と元請けの大林
組，そして原告が「法改正によって外国人（特別
永住者）の労働者が通名を名のらざるを得ない状
況を生み出した」とする国を相手取り，通名の強
要を謝罪し，慰謝料を求める訴訟を起こした．大
阪地方裁判所は，₂₀₁₃年 ₁ 月₃₀日にこの訴えを棄
却した．同年 ₂ 月 ₇ 日に控訴するものの，第二審
は₂₀₁₃年₁₁月₂₆日で敗訴した．その後，上告する
が，上告不受理（₂₀₁₄年₁₀月₁₅日付）となった．
　さらに，₂₀₁₃年から争われている静岡県の裁判
がある．これは在日コリアンの男性が，勤務先で
社長から韓国国籍であることを公にされ，本人の
意思に反して本名を呼ばれたことが争われたもの
である．以上の ₃ 件が，前 ₂ 者は本名使用を主張，
₃ 件目は通名使用を主張と方向は異なるが，₂₁世
紀における在日コリアンの姓名をめぐる裁判であ
る．
　前 ₂ 者の裁判では，いずれも画期的な「本名を
呼び名のる」運動が行われ，かつて日本人の児童
生徒に対しても差別を許さない教育が行われた地
域（大阪）であった．
2 ．「本名を呼び名のる」運動
　ここで改めて「本名を呼び名のる」運動につい
て詳しく述べておきたい．これは，₁₉₆₀年代まで
在日コリアン児童や生徒の日本人への同化傾向に
ついて関心がなかった教育現場を改め，在日コリ
アン児童生徒を本来の名前である民族的な名前で
呼ぶという実践である．大阪市外国人研究協議会
（以下，市外教）は「本名を呼び名のる」教育を
合言葉として，これを民族教育の出発点であり到
達点₁₁）として位置づけた．大阪市をはじめとす
る近畿地方では，いわゆる「阪神教育闘争」₁₂）
（₁₉₄₈年）以降に廃止となった民族教育を取り戻
すという思いが強まっていた．その間，大阪市内
のいくつかの学校で民族学級が開設されるなどの
動きはあったが，極少数であり，課外の授業で国
語（韓国語）の習得を目指して在日コリアン児童
のみを対象にして行われてきた．₁₉₆₀年代には，
定時制高校である湊川高校や尼崎工業高校で朝鮮
問題研究会が新設され，その研究会を通じて「本
名を呼び名のる」ことが行われていた13）．そのよ
うな状況下，₁₉₇₁年には大阪市中学校校長会が
『在日外国人子弟の実態と問題点』と称する文書
を公開した．ここでは，「朝鮮人子弟は，公徳心，
連帯感，責任感に乏しく，利己的，打算的，せつ
な的，衝動的な言動多く……」などと捉えられて
いた₁₄）．明らかに差別的表現に満ちた文言といえ
る．
　これを受けて，₁₉₇₁年 ₇ 月に教師たちが校長会
の差別文書に抗議するために「日本の学校に在籍
する朝鮮人児童生徒の教育を考える会」₁₅）を組
織した．₁₉₇₂年には全国で初めての外国人教育研
究協議会であった「市外教」が再発足している．
この団体は，₁₉₆₅年に発足した団体である．₁₉₇₂
年に「考える会」が大阪市と交渉を開始した．
₁₉₇₂年に大阪市教育委員会が『学校教育指針』に
在日外国人教育に関する項目を記載した．₁₉₇₄年
には同じく大阪市教育委が，『学校教育指針』に
公簿書類への本名記載原則を明示した．これは，
名簿に本名を記載し，生年月日の年を西暦で記載
することを通達したに過ぎなかったが，本名名簿
と共に朝鮮人名仮名辞典が作成され，学級担任が
コリアン児童を把握しやすくなった．
　大阪市内での民族教育の一環としての「本名を
呼び名のる」実践は，以上のような経緯を辿った
教育現場での取り組みであった．
　関東地方では，₁₉₈₁年に東京都が『公立学校に
在学する在日外国人児童・生徒にかかわる教育指
導について』の教育指針を打ち出しているが，公
教育で初めての「本名を呼び名のる」運動は，指
針後の₁₉₈₅年の荒川区であると報道されている₁₆）．
また，在日コリアンが多く居住する川崎市では，
₁₉₈₆年になって『川崎市外国人教育方針――主と
して在日韓国・朝鮮人教育』が打ち出され，いず
れも大阪に比べて遅い₁₉₈₀年代以降に取り組みが
26
行われている．
　（ ₁ ）本名を呼び名のることのできない環境
　在日コリアン児童生徒の本名（民族名）を呼び
名のることのできない環境が実際にはあった．例
として季刊誌『三千里』等の分析から，以下の要
素が挙げられる．
₁．教科書に書かれた隣国認識
₂．父母の商売などへの影響
₃．本人が通名である日本名に愛着
　この中で，最も「考える会」が問題視したのは，
教科書に書かれた隣国認識であった．とくに当時
の教科書や日本人児童生徒の隣国認識が，在日コ
リアンの学習意欲を削ぎ，自己を隠して通名で生
きなければならない環境を生み出していた．その
ため，「本名を呼び名のる」運動では，歴史認識
の是正が同時に推し進められた．その結果，「任
那日本府説」が教科書から削除されるという成果
を生み出した（₁₉₈₀年代）．韓半島の客観的な歴
史については，教科書だけでは不十分なため，大
阪の市外教では副読本『사람（サラム） 歴史編』
を出版した（₁₉₈₅年）．
　朝鮮は地理的に，日本と中国の中間に位置し，
ただ単に中国からの日本への波及の通路にすぎ
ない，という捉え方に終始してしまうのである．
（栗原純「高校の歴史教科書において」季刊『三
千里』₁₉号， ₁₉₀頁）
　金達寿：三省堂の『高校日本史』には，稲作
文化は「中国大陸の南部や朝鮮の文化とともに
日本列島にも伝わってきた」とあるのですが，
近年の研究によると米の種類が違うわけでしょ
う．
（金達寿ほか₁₉₈₆年「座談会 歴史教科書の朝鮮
を問う」季刊『三千里』₄₅号， ₂₆-₂₇頁）
　この金達寿氏の発言は，₁₉₈₆年当時の日本史の
教科書に対する発言であったが，日本が中国の稲
作文化を取り入れたことになっており，韓半島国
家から伝わったことが歪曲されていると語る．そ
れより前の年代である₁₉₇₄年から「本名を呼び名
のる」ことと共に「朝鮮を正しく教える」教育実
践が推し進められたが，全国的に使用する教科書
全体までには影響を与えるに至らなかった．
　さて，₁₉₇₀年代当時，どのような歴史認識や隣
国観が形成され問題視されていたのか具体的に検
討してみたい．
　中国人や朝鮮人に対する優越感が人々のあい
だに生まれ，しだいに強くなっていった」（日
本書籍『中学社会　歴史的分野』₂₄₇頁）と，
日清戦争に関する記述を結んでいる……
（武富瑞夫₁₉₇₉年「中学の歴史教育と教科書」
季刊『三千里』₁₉号，抜粋）
　本年（₁₉₇₉年）三月，中学一年生で日本地理，
外国地理の授業が終了したとき，私は次のよう
な課題を出してみました．「『新編　世界むかし
ばなし集』のどの巻でもよいから，自分の関心
のある国，地域のむかしばなしを読んでみる．
そして，その感想を書く．また，なぜその国，
地域を選んだのか，その理由をかんたんに書
く．」と．
　朝鮮のむかしばなしに関心を示したものは，
ゼロ．東アジア全体 ₁ 人，中国 ₁ 人，インド ₁
人，タイ ₁ 人という結果であった．イギリス₁₀
人，ドイツ ₈ 人，スイス ₆ 人，フランス ₅ 人と
相変わらず中学生の関心は，ヨーロッパに向い
ていることがわかります．
（奈良和夫₁₉₇₉年「中学の朝鮮認識と歴史教
育」『三千里』₁₉号， ₁₉₄-₁₉₅頁）
　当時の日本の教科書や中学生の認識が，隣国で
ある韓国を無視したもの，韓国文化は中国の模倣
とする見解や韓国は日本に何ら影響を与えていな
い国（民族），弱い民族などとする見解が継続し
て存在していたことが読み取れる．このような韓
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民族に対する偏見が見られるかのような教育現場
では，在日コリアンの人々が民族名を名のれば，
たちまち日本人からの差別に直面することになる
と考えられた．本名を呼び名のる運動に取り組ん
だ教師らは，それまでの日本の教育現場での隣国
への認識に問題意識を抱いた．
　また，当事者の保護者側からの「本名を名のれ
ない」原因として以下のような声があった．それ
には，生存のために日本名を名のらざるを得ない
苦境が語られていた．
  
　商売，取り引き先，勤め先などとの関係がま
ずくなって，仕事に影響する．先生は一生めん
どうを見てくれるのか……
（中略）
　こうした意見の背景には，「日本人が今まで
朝鮮人の問題で何かをはじめると，良かったた
めしがない．めいわくするのはもうたくさんだ」
という，在日朝鮮人のいつわらざる声があるの
は確かであろう．
（扇田文雄₁₉₇₇年「本名を名のることの意味」
季刊『三千里』₁₂号， ₆₄頁）
　日立就職差別裁判（日立闘争）₁₇）における朴氏
の勝訴（₁₉₇₄年）後の日本であるが，この記事か
らは，状況が劇的に改善したとは読み取れず，依
然として彼ら民族名を名のると不利益が大きいと
在日コリアン当事者らは見ていたようだ．ただ
し，「本名を呼び名のる」運動の背景には，日立
闘争が少なからず存在する．また，植民地時代か
ら，日本人が韓民族に干渉するときには，必ず彼
らを支配する目的があったために，在日コリアン
当事者から当初からの信頼を得ることが難しかっ
たという．
　というのも，同運動開始当時は，民族名で呼ば
れたことがない在日コリアンの人には，民族名が
自分の本名でありながら，馴染みがなかったとい
う要因があったからだ．
 
　家庭では日常生活に母国語を一度も使ったこ
とはない．また時々，近所で民族衣装を着てい
る人も見かけるが，母が着たのを一度も見かけ
たことはない．母は日本で生まれ，ずっと本国
へ行ったことがないといっている．父のことは
よく知らない．祖父母もとうに亡くなり，母自
身，本国のことを何一つ知ってないし，私はも
ちろん何も聞いていない．「朴さん……」，はじ
めは他人の名前のような気がした．（中学一年，
女子）
（扇田文雄₁₉₇₇年「本名を名のることの意味」
季刊『三千里』₁₂号， ₆₂頁）
　₁₉₄₈年の阪神教育闘争以降は，在日コリアンに
よる民族教育が弾圧され，彼ら子弟は日本の公立
学校に通うことになった．日本内部に複数の民族
が存在する状況下で，多文化教育がまったく成さ
れなかったために，自身の民族を知らない在日コ
リアンが形成されていったのである．そして，日
本人に同化した彼らが，差別される際には「韓国
人」や「朝鮮人」として差別されるのである．以
下は，大阪市生野区の田島小学校からの現場報告
である．
　「自分の名，つまり本名をどう思う？」とき
くと，
半数近くはいやだという．「なんでや」とつづ
けてきくと，「かっこ悪いわ」「新しいあだ名が
つけられるかも……」「のけ者にされたらどう
する」と答える．
（黒沢義雄₁₉₇₉年「『三の一』の子供たち本名を
呼び名のる」季刊『三千里』₁₉号， ₁₈₂頁）
　その本人が日本名を好んで使っているわけでは
ないが，本名を名のると周囲の冷たい反応に出会
い，在日コリアン児童，生徒は「日本の名前のほ
うがいい」と考えてしまう．韓民族的な名前が
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「かっこ悪い」というのは，日本での認識が韓民
族蔑視であるがために，彼ら自身が，好んで日本
名を名のっているのではなく，差別的な視線が当
事者を日本名に誘導しているのである．
　以上，本名を呼び名のることのできない環境に
ついては，「 ₁．教科書に書かれた隣国認識」（日
本社会での隣国認識）や「 ₂．父母の商売への影
響」（生存の問題）「 ₃．本人が通名である日本名
を永続使用」の ₃ つに分類できることが確認でき
た．したがって，「本名を呼び名のる」実践にお
いては，これら ₃ つを考慮して，本名尊重のみに
留まらず，複合的な取り組みが必要であることが
十分理解できる．その取り組みとは，日本社会の
隣国認識・歴史認識の是正，在日コリアン当事者
への民族教育，異民族への差別を許さない日本人
マジョリティの育成などである．
　本名を呼び名のることのできない環境とは対照
的に，日立闘争以降のこの時代の流れがあった．
それは，大学に朝鮮語講座が開講され，NHK に
朝鮮語講座（実際には，「ハングル講座」）の開設
を要求する運動など，韓国への関心が高まってい
た時期であった．
　最近では，最初は「日本名」で入学し途中か
ら本名にきりかえる者も含め，本名を名のる在
日朝鮮人学生がふえてきている．
（大沢真一郎₁₉₇₈年「大学の朝鮮語講座を考え
る」季刊『三千里』₁₄号， ₁₀₂頁）
　この記事は，₁₉₇₈年 ₅ 月 ₁ 日発行の『三千里』
の記事で，この記事の投稿者が勤務する京都精華
大学での様子が報告されている．この潮流が「本
名を呼び名のる」教育を後押しした．いよいよ在
日コリアンが本名を名のれない状況に施策が講じ
られるが，どのような取り組みが行われていたの
かを次節で見てゆく．
　（ ₂ ）本名を呼び名のる取り組み事例
　「本名を呼び名のる」取り組みの事例を見てゆ
くことにする．
 　₁₉₇₁年の大阪市立中学校長会による差別文書
事件を受け，₁₉₇₁年 ₇ 月末に「公立学校に在籍す
る在日朝鮮人子弟の教育を考える会」₁₈）が当時
部落解放教育に携わっていた教師らにより，発足
した₁₉）．外国人子弟教育問題研究協議会（市外教
の前身）は自らの体質を改善し，「大阪市外国人
教育研究協議会（市外教）」を₁₉₇₂年 ₂ 月に再発
足させ₂₀），その流れのなかで，₁₉₇₄年から大阪市
内の公立小中学校の名簿に本名が記載されること
になったことは前述したとおりである．こうして，
教師の本名への誘導や当事者の本名宣言が行われ
ていった．
　「本名を呼び名のる」実践としては，大きく分
けて次のような事例があった．
₁． 在日コリアン児童・生徒（当事者）が自ら
「本名宣言」をする
₂． 日本人教師が本名を呼び，半強制的に児童・
生徒に名のらせる
₃． 当事者の児童生徒が言語や歴史の学習を通
じて，民族名を自発的に名のる
　 ₁ の事例の報告を見ると，多くが在日コリアン
集住地区で行われていた．また，どこの小中学校
で行われた「本名宣言」であるか記載されていな
い場合でも，文脈を読むとひとつの学級に在日コ
リアン児童・生徒が大勢いるか，少なくとも複数
いることが読み取れる報告であった．例えば，『三
千里』₁₂号の扇田氏の報告では，「本校には朝鮮
人が多い（₆₁頁）」や「日本人と朝鮮人の子ども
たち（₆₃頁）」と複数形で書かれている．
　「本名宣言」とは，朝礼などで全校児童生徒の
前で，自分の本当の名前を宣言し，在日コリアン
としての決意を表明するものである．実際の「本
名宣言」の一例については，後で述べる．
　なお，『三千里』などに本名宣言が報告された
小中学校を地図上に表示してみる．
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図　季刊『三千里』や本稿の参考文献に本名宣言が
　　載せられた小中学校の所在地
 　出所：Google maps
　この地図のとおり，所在地は大阪市生野区，東
成区の平野川周辺に集中している．この他に府下
のある中学校の卒業式で，「決意表明」と称され
る「本名宣言」が行われた報告もある₂₁）．ただ，
在日コリアン児童生徒の本名宣言が全市には及ん
でいないことが分かる．
　 ₂ については，熱心な先生でないと，できない
運動である．報告は近畿地方から出ている．
　 ₃ は，学級で副教材を使用したりするために他
の「本名を呼び名のる」に比べて時間がかかる．
例えば，大阪市，市外教発行の副教材『사람（サ
ラム）₂₂）生活編』は₁₉₇₈年に，『사람（サラム）
歴史編』は，韓国史学習者が市外教の構成員の中
にいなかったため難航し，₁₉₈₅年 ₉ 月に発行され
ている．
　大阪市内の小中学校の本名を呼び名のる運動の
取り組みを具体的に見ていきたい．これらの小中
学校では，新 ₁ 年入学説明会で本名通学を保護者
に対して説明をする．現在，大阪のコリアタウン
のある生野区，天王寺区，東成区周辺は公立学校
に在籍する児童が多かったため，民族教育や民族
クラブ開設の要望も比較的高かった．そして，本
名を呼び名のる運動が行われた分だけの変化が見
られる．以下は大成小学校での様子が報告された
ものである．
　遊びの時に，つい出てくる日本人の朝鮮人に
対する通名呼びについても，「そんな子はここ
にはおらん」というほどになっていた．本名宣
言をした R の弟の名前も，ごく普通に本名呼
びをするようになった．
（鳥居省吾₁₉₇₉年「自立して歩み始めた子ども
会」季刊『三千里』₁₉号， ₁₇₄-₁₇₅頁）
　大阪市の南部にある南矢田中学校では，₁₉₇₂年
に在日コリアン生徒の要望から民族学級が始ま
り，「チョソン友の会」という民族クラブが生ま
れた．場所はコリアンタウンの集住地区ではな
い．「ぼくは，日本名で生きていくつもりやった
のに，学校が本名を強制したんや．おかげで勉強
も手につけへん」といった生徒からの抗議が寄せ
られるなど，難航した様子があったが，教師陣の
強引とも思える「本名を呼び名のる」実践があっ
た．
　この年度（₁₉₇₃年度）の終わりに，矢田南中
学校教師集団は，いっせいに本名にきりかえる
運動を行った．
　それまでの実践で本名を名のり，本名で生活
してきた生徒は ₆ 名（₂₂名中）であった．それ
をいっきょに全員に広げようと考えたからであ
る．₃ 月の終業式では，まず全校生徒に呼びか
けを行った．……
（吉田道昌₁₉₇₅年「発言する生徒たち」『まだ
ん』 ₅ 号， ₂₄-₂₅頁）
　矢田南中学の強引な「本名を呼び名のる」運動
は，数値的変化を出すことができた．前年度に比
べて，在日コリアン生徒そのものが減少している
が，₁₆人中₁₁人（₆₈.₈%）の生徒が本名を名のる
に至った．ただし，本名を名のっていない ₅ 名の
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うち，ある父兄からは「本名を強行するのなら，
転校する」と強い反感を示した．
　「朝鮮を視点に考えていく」授業ののち，生徒
が本名をリアクション・ペーパーに書くという行
動が見られた事例がある．学習内容によって，在
日コリアンとして誇りを取り戻すことができ，そ
れが自然に「本名を名のる」ことへ結びついた事
例である．
　社会科の時間で，平野川改修にかかわる朝鮮
人労働者の問題について学習をした．授業の後，
感想を書かせてみると，本名について嫌悪感を
示していた Y と K が，通名の横に本名を書い
ているではないか．特に Y の社会の授業に対
する意気ごみはすごかった．
（黒沢義雄₁₉₇₉年「『三の一』の子どもたち本名
を呼び名のる」『三千里』₁₉号， ₁₈₃頁）
　
　この記事から，「本名を呼び名のる」運動の始
まりによって，ただ名前だけに重点が置かれるの
ではなく，授業中にも大阪で動員された朝鮮人労
働者の件について学習する機会が意識的に設けら
れ，その学習がきっかけとなって一部在日コリア
ン児童が名前を自発的に本名に切り替えていった
ことがわかる．
　さて，雑誌の記事で書かれる「本名宣言」とい
う用語であるが，これはいかにして行われたので
あろうか．本名を名のることすべてが「本名宣言」
と呼称されたのではなく，記事の内容から，これ
には以下の条件を満たすものが「本名宣言」であ
ると考えられる．
₁．全校児童（生徒）に対して
₂．朝礼の際などに当事者の肉声で
₃．民族に対する思いを同時に表明
（当然ながら，対象者は途中まで通名を名のっ
ていた人）
　 ₁ については，「全校児童，教職員₆₀₀数十名が，
かたずをのんで見守る中」₂₃）「全校生の前で本名
宣言を行うのである」₂₄⎠ などの記述に裏付けられ
る．₂ については，「東成区T小学校講堂．時に，
₁₉₇₄年₁₂月₁₃日の朝．今しも，正面壇上で ₁ 人の
₆ 年生の朝鮮人児童が胸を張って宣言する」₂₅⎠ と
いう記述．そして，その前には「ぼくは，₁₁月₁₀
日から，クラスでRという本名で勉強しています」
と書かれている．₃ については，「きょう，みん
なの前で『朝鮮人として自信を持って生きる』と，
宣言したこの気持ちを決して忘れない」₂₆⎠ など
の記述によって裏付けられる．
　大阪市外教₁₉₇₈年発行の『사람（サラム）　生
活編』に，本名宣言をした児童の話が載せられて
いた．「隣国を正しく教える」教育の一環として，
副読本『사람（サラム）』が本名を呼び名のるこ
とも重視していることが読み取れる．これを書い
た児童は，親戚の間で，自分の民族について教え
られていた．そして，担任教師の学級会での差別
に対する指導もあって，₅ 年生のはじめには，答
案用紙に民族名を書き入れ，₆ 年生の終わり頃で
ある₁₂月には全校児童の前で「本名宣言」をした．
　また，『사람（サラム）』には隣国への理解によっ
て変わっていく日本人児童の姿も紹介されてい
た．本名を名のりたい気持ちと，名のれない事情
についての学習を進めて，日本が在日コリアンの
人々の気持ちが分かる国に変えなければならない
と書いている．
　「本名を呼び名のる」取り組みが，教材となって，
また別の在日コリアン児童生徒の「本名を呼び名
のる」が誘導されていったのである．これらの取
り組みや教育現場の変化を受けて，果たして在日
コリアン児童・生徒たちは本名を名のり，民族差
別に遭わず民族に誇りを持つことのできる学校生
活となったのであろうか．次の節で見てゆきたい．
　（ ₃ ）　本名を呼び名のる運動による影響
　「本名を呼び名のる」運動は熱心に行われたが，
これは一部の学校での話であり，それら学校の属
する大阪市全体としては，あまり影響が見られな
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いのが実情である．₂₀₀₁年₁₀月に大阪市に居住す
る₂₀歳以上の外国籍住民₄₂₇₄人と日本国籍住民
₂₅₀₀人に大阪市がアンケートを郵送により配布
し，集計する調査が行われたが，この調査₂₇）に
よれば，韓国朝鮮籍者のうち自身の名前の使用状
況について「ほとんど日本名」と答えた人が，
₅₆.₂％．「日本名が多い」は₂₅％，「いつも民族名」
₇.₉%「民族名が多い」₇.₅% であった（総数₉₉₇名）．
また，同調査のうち韓国・朝鮮籍の通学者のなか
で，「民族名で通っている」と答えたのは，₁₀.₂%
であった．この調査では回答なしや「その他」と
いった回答が₁₅％余存在するため，やや不明であ
るが，₈ 割以上の生徒児童が日本名を名乗って通
学していることになる．さらに，韓国・朝鮮・中
国籍以外の外国人児童生徒であっても，₃₆.₆％が
日本名で通学しているという．それは，以下の記
事のような状況を示している．
　私が訪れた T 中学校では，ベトナムから最
近やって来たニュー・カマーの子どもたちの中
に日本名を名のっているものがいた．現代版
「創氏改名」は，在日朝鮮人社会のみならず，
新しい外国人労働者の子供たちにまで普及しつ
つある．
（ぱくいる ₁₉₉₅年「民族教育って何だ」『ほる
もん文化』 ₅ 号， ₅₀頁）
　阪神教育闘争以降の覚書によって，民族教育が
開設（₁₉₅₁年）された北鶴橋小学校の本名比率
（₁₉₈₆年）を見てみる．これは，₁₉₇₃年に「本名
を呼び名のる」取り組みが開始されてから，₁₃年
間継続した後の本名比率である．全校に外国人児
童が，₁₇₉名在籍するが，本名を名のっている人
は，₅₁名であった（₂₈.₅%）₂₈）．この数字から，
大阪市全体に比べて本名比率は高くなっている．
実際に民族教育は，（やや少ないとも思える）一
部の学校のみで行われた．民族教育が行われた学
校が市全体に占める割合が低いことが，市全体と
一部の学校内での本名比率とが異なっている原因
であると推測される．
　以上の調査結果から「本名を呼び名のる」運動
の影響は及んでいると言い難い状況であることが
読み取れる．
　本名比率につながらない原因は，「本名を呼び
名のる」ことは直ちに差別に直面させることにな
り，反発が強いことだ．教育上の在日コリアンに
対する差別の解消や隣国認識の改善は図られて
も，日本社会全体に及ぶ認識は是正されなかっ
た．「本名を呼び名のる」画期的な取り組みは，
ほとんどが大阪市の在日コリアン集住地区で行わ
れており，ほかの地域にまで波及しなかった．在
日コリアンや他の外国人が多い地区とそうでない
地区とでは，取り組みへの理解も異なる．民族学
級については，一定数以上の在日コリアン児童生
徒が在籍する場合に限定して開講されているた
め，当該児童生徒が少数の場合には，民族学級が
開講されない．阪神教育闘争後に交わされた『覚
書』（₁₉₄₈年）では，
四， 朝鮮人児童・生徒の在学する大阪府下の公
立小中学校に於ては，左の条件の下に課外
の時間に朝鮮語，朝鮮の歴史，文学，文化
等について授業を行うことができる．
₁． 右授業は，当該公立学校長の管理と責任に
於て行うこと．
₂ ． 右授業を希望する児童生徒が ₁ 学級を編成
するに足る人数であること．
となっている．
　また，民族学級については，₁₉₉₅年現在で₄₉校
の大阪市立小中学校で開設されている₂₉）が，こ
れは，大阪市の公立小中学校が₄₃₀校あるなかで
は，きわめて少ない数字である．全市に「本名を
呼び，名のる」を基点にした多民族教育を実施す
るためには，行政が教育指針等で具体的に方法を
明示することが必要とされる．
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　（ ₄）在日外国人の「本名」に対する行政の対応
　これまでは，教育現場での運動であったが，次
には影響力の大きな行政側の対応を見ていきた
い．行政側の在日外国人教育方針の制定について
は，₁₉₇₄年に大阪府高槻市が全国で初めて『在日
朝鮮人問題に関する教育方針』を制定するが，高
槻市で「本名使用」を明記した外国人教育方針
は，₁₉₈₂年の『在日韓国・朝鮮人問題取り組みに
ついての教育基本方針』である．
　大阪市は，別途に外国人教育方針を定めずに，
『学校教育指針』のなかに，外国人教育の項目を
設けている．大阪市教育委が名簿に本名を記載す
ることを義務付けたのは，₁₉₇₄年であった．
　大阪府は，₁₉₈₈年に『在日韓国・朝鮮人問題に
関する指導のために』を策定した．この方針の策
定前は，大阪府内で外国人教育方針を定めていた
市町村は，₅ 市（高槻市，豊中市，東大阪市，吹
田市，貝塚市）のみであった．
　関東地方では，東京都が『公立学校に在学する
在日外国人児童・生徒にかかわる教育指導につい
て』を₁₉₈₁年に打ち出している．川崎市も『川崎
市外国人教育方針─主として在日韓国・朝鮮人教
育』を₁₉₈₆年に制定し，神奈川県国際理解研究協
議会が『学校における今後の国際理解教育の推進
について─在日外国人（主として韓国・朝鮮人）
児童生徒にかかわる教育を中心に』を制定した．
₁₉₈₀年に横浜市内の中村小学校では，本名で通学
する在日コリアン児童に対して，学級担任が「人
間のクズだ」「早く他の学校に行ってしまえばよ
い」などという言葉を発した₃₀）ことを発端として，
横浜市は₁₉₉₁年に『在日外国人（主として韓国・
朝鮮人）にかかわる教育の基本方針』を制定した．
₁₉₈₀年に発生した差別事件に関しては，₁₉₉₆年に
発行された同基本方針の解説書でようやく明らか
にされる．このことから，差別と思われる事件が
発生してから，具体的な指針が打ち出されるまで
は相当な時間を要していることが読み取れる．
　さて，その教育指針で示された在日外国人の本
名使用について見てゆきたい．
　最初に本名について言及した大阪市教育委員会
は，「外国人の氏名は本名で記入し，ふりがなは
母国語の発音に近づけ，生年月日は西暦で記入す
る」と通達している₃₁）．
　また，大阪市教育委員会は₁₉₇₄年から同市『教
育指針』に「在日外国人の子どもが民族的自覚と
誇りを高めることができるよう本名使用の徹底と
進路差別の克服，日本人の子どもの民族的偏見と
差別意識の排除」を掲げるようになった．
　高槻市は₁₉₈₂年の『在日韓国・朝鮮人問題取り
組みについての教育基本方針』では，「本名」尊
重を基本認識として，指導要録等緒帳簿には，「本
名」を明確に記載する．しかしながら日常におけ
る「本名」・「通名」の使用については，保護者・
本人との共通理解を十分尊重し，形式的・一方的
な扱いにならないように特に配慮する．そのため
には，家庭訪問を行うなど連携を密にし，相互の
理解を深めながら指導に努める，としている．
　₁₉₈₈年の大阪府の『在日韓国・朝鮮人問題に関
する指導のために』では，「保護者の考え方や意
向を尊重するとともに……」という本名使用の条
件が付け加えられている．
　川崎市の₁₉₈₆年『川崎市在日外国人教育基本方
針─主として在日韓国・朝鮮人教育─』によれば，
　Ⅱ－ ₁．日本人児童・生徒に対しては，民族
差別や偏見を見ぬく感性とそれを批判し排除す
る力を養う．
　Ⅱ－ ₂．在日外国人児童・生徒に対しては，
その民族としての歴史・文化社会的立場を正し
く認識することを励まし助け，自ら本名を名の
り，差別や偏見に負けない力を身につけるよう
に導く．
　……　となっており，本名を名のるために，
民族に対しての理解を促進することを明記して
いる．
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　横浜市教育委員会（学校教育部人権教育担当）
が発行した『在日外国人（主として韓国・朝鮮人）
教育指導の手引き　平成 ₃ 年度』によれば，この
なかの「本名を呼び名乗る実践をしよう」と題の
つけられている第 ₂ 部の冒頭で，崔昌華（チォエ・
チャンホァ）牧師の裁判について触れて，名前は
その人固有の人格権であると書いている．この文
章では，通名呼びについて，「自分のアイデンティ
ティを奪われていること」と書いている．
　そのあとは，次のような順序になっている．
₂．通名を名のらざるを得ない現実を見抜く
₃．本名を名のれる状況をつくる
（ ₁ ）教職員の韓国・朝鮮人を見る目を変える
（ ₂ ） 韓国・朝鮮人児童生徒の生活，悩み，
問題を聞く
（ ₃ ） 父母や祖父母の生きてきた道を聞き，
韓国・朝鮮人の思いを受け止める
（ ₄ ） 在日韓国・朝鮮人児童生徒が韓国・朝
鮮人として生き，学べる学級・学校を
つくる
（ ₅ ）「名前の学習」の実践
　『手引き』の₃.⎝ ₅ ）の名前の学習の実践例を見
ていきたい．
　横浜市立小学校 ₅ 年生，創意ある教育活動の時
間を使って行われた．朴君は，自分自身が日本人
であるという自覚があり，「 ₂ つの名前がある」
ことを疑問に感じていた．そして，韓国・朝鮮と
日本のつながりの学習や，韓国・朝鮮人の名前に
ついての学習をし，日常的に「民話や歌に親しん
だりの取組」をしばらくつづけた後であった．学
習内容は，「名前がその人のアイデンティティを
表すものであることを確かめる」ことと「名前を
奪ってきた歴史を知り，奪われた側の苦悩を知る」
ことの大きく ₂ つであった．前者は，日本人を含
めて親や祖父母がどのような思いで名をつけたか
を調べることを学習の課題にしている．また，子
どもの権利としての名前の存在を学習することに
なっている．そして，後者の内容として創氏改名，
₂ つの名前を使わざるを得ない状況，奪われた側
の苦悩を学習する．
　この実践による効果は，日本人の児童が「この
クラスは，日本人だけという意識だけでなく，韓
国・朝鮮人の子もいるんだ」と率直に受け入れて
いった……とされている₃₂）．
　以上，「本名を呼び名のる」運動後の行政の教
育指針の制定について見てきたが，いずれも差別
事件や「本名を呼び名のる」運動の発生から，差
別を認め，本名を呼び名のる環境づくりのための
指導に至るまで，相当時間を要している点が共通
点として挙げられる．
3 ．「民族名（ウリ・イルム）をとりもどす」会
　₁₉₈₀年代，既に日本国籍を取得した在日コリア
ンの人々が，日本国籍取得の際に「本名」にする
よう指示された日本名を，本来の名前である「民
族名」に再変更しようという動きがあった．
　最終的に民族名を取り戻した日本国籍者は，₄
名であるが，そのうち ₃ 名は個々に家庭裁判所で
民族名への変更申し立てをし，その段階では，す
べて却下された．うち，₁ 名は控訴したが，高等
裁でも棄却されたのである．
　 ₄ 名はそれぞれ日本国籍を取得する事情があっ
た．朴実（パク・シル）氏は，日本人との結婚の
際，相手の父親から日本国籍の取得を結婚の条件
にされ，やむを得ず日本国籍を取得し，日本名が
「本名」となった．尹照子（ユン・チョジャ）氏は，
日本人と在日コリアンの間に生まれ，もともと母
方の国籍である日本国籍であった．鄭良二（チョ
ン・ヤンイ）氏は，医学部志望であった兄弟の大
学受験に際して，同時に日本国籍を取得した．金
平雄（キム・ピョンウン）氏は，教職に就くため，
日本国籍を取得した．
　金平雄氏以外は，民族名の「永年使用」が認め
られ，法的本名ではない民族名を職場でも使用し，
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すべての人々から民族名で認識されていた．
　₁₉₈₂年，第 ₃ 回在日朝鮮人教育研究全国集会の
プログラムのなかで，先述の日本国籍者同士は出
会った．法的氏名を民族名に戻したいという話は
その場から上がった．その年，日本国籍ベトナム
人のトラン・ディン・トン氏が，戸籍名の民族名
への変更を認められた．
　そこで，₁₉₈₃年から₁₉₈₅年まで各自個別に家裁
に申し立てを行ったが，すべて却下され，₁₉₈₅年
₁₂月，単独での提訴は難しいと見て「民族名をと
りもどす会」が発足した．
　₁₉₈₄年には国籍法の改正（₁₉₈₅年施行）があり，
それに伴って「帰化許可申請の手引書」から「日
本的氏名」の強制が削除された（₁₉₈₆年）．これ
は「民族名をとりもどす会」などからの抗議が
あったためである．
　そして，₁₉₈₇年に日本国籍コリアンでは初めて
である朴実氏の民族名への変更申し立てが認めら
れた．₁₉₈₇年から₁₉₈₉年まで「民族名をとりもど
す会」計 ₄ 名の民族名への変更申し立てが認めら
れた₃₃）．
　彼ら ₄ 名は日本国籍を取得したあとも民族名を
「永年使用」することによって，民族の痕跡を残
した人々である．そのうち，尹照子氏は「社会が
本名を名乗らせてくれるのを待っていてはいけな
いと思う．澱んだ現実社会に一石を投じ，波紋を
おこしながら，自らも鍛えていくべきだと思って
いる．」₃₄）とし，日本の中の民族の多様性を主張
している．
　また，日本国籍必ずしも同化ではないという主
張もある．
　私自身は日本人ですが，連れ合いがダブルの
日本籍朝鮮人でして，子どもは血で言うと ₄ 分
の ₁ ですが，民族名を名乗って学校に通ってお
ります．うちの子どもは民族名を名乗って学校
に通うわけですが，同じマンションに朝鮮学校
に通わせている方がいたのですが，日常生活で
はその方はまったく朝鮮籍であることを隠され
ていて，日本人のように生活されており，在日
だということはわかっていませんでした．
（「在日同胞シンポジウム ʼ₉₈」のうち Y 氏の発
言 ₁₉₉₉年『ウリ生活』₁₄号，  ₄₇頁）
　「民族名」を名のることは国籍や常用言語では
ないが，日本で生まれた在日コリアンにとって大
きな意味合いがある．ベトナム人に認められた民
族名への復帰がコリアンには認められなかったこ
とや，在日外国人の中で，在日コリアンの比較多
数が通名を使用している現状からも，在日コリア
ンの民族回復において民族名回復が出発点とな
り，重要であると言えるだろう．
お わ り に
　「本名を呼び名のる」運動は，季刊誌や各資料
の報告を見る限り，公立小中学校としては，場所
が在日コリアンの人々が多く居住する大阪市の生
野コリアタウン（旧・猪飼野）周辺であり，八尾
市などを含めても，戦前に平野川運河を整備する
ために動員された朝鮮人の子孫が多く住んでいる
地域一帯での運動に留まっていたことが明らかに
なった．
　そして，市や広域自治体の教育委員会がまとめ
た「在日外国人教育指針」は，いずれも策定まで
に相当な時間を要している．また，具体的な指導
方法を示した「手引き」等はさらに時間を要して
いる．在日コリアンが多く居住している近畿地方
や川崎市，東京都で₁₉₈₀年代後半に外国人教育に
関する指針が制定され，そうでない地域は₁₉₉₀年
以降である．「手引き」や「解説書」は，おおむ
ねその ₅ 年後であり，₂₀₀₀年近くになってようや
く解説書等による具体的な外国人教育指導がなさ
れた．その自治体の領域内にある公立学校で民族
差別事件が発生し，市民の間にも差別意識が存在
しているにもかかわらず，行政側が差別を認識し
ようとせず，具体的な対処まで時間を要していた
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ことが今回明らかになった．在日コリアン児童生
徒の本名使用率は上がらず，ほかの外国人にまで
通名が波及する結果となった．
　今後，日本社会で多様な外国人が活躍する時代
が到来するだろう．日本の外国人に対する政策は，
時間を要するというよりは停滞しているのではな
いか．人権に関して抜本的な対処をしなければ，
異民族や外国人が通名（日本名）を名のって生活
せざるを得ない特殊な状況は改善されない．
 ₁）　本稿では，植民地支配という歴史的経緯に
よって日本に移住した韓国人朝鮮人，さらに日
本国籍を取得した韓民族のことを「在日コリア
ン」と呼ぶことにする．ただし，引用箇所は原
文のまま記載した．
 ₂）　民族名をとりもどす会編 ₁₉₉₀年，₁₃頁．
 ₃）　法務省 ₂₀₀₆年『登録外国人統計 統計表』．
 ₄）　法務省 ₂₀₁₅年『在留外国人統計 統計表』．
 ₅）　大阪市₂₀₁₁年『外国籍住民施策検討に係る
生活意識等調査報告書　概要版』によれば，
₁₅.₄% が「民族名が多い」「いつも民族名」．ま
た，神奈川県₁₉₈₅年『神奈川県内在住外国人実
態調査』によれば，₁₁.₅% が「本名のみ」「本名
多く」（韓国・朝鮮籍者）．
 ₆）　日本出身である在日コリアン ₂ 世以降．
 ₇）　大阪府八尾市在住，在日コリアン（報道では
在日韓国人）₂ 世．
 ₈）　朝日新聞大阪本社 ₂₀₀₇年 ₉ 月 ₁ 日朝刊「在
日差別訴訟，謝罪受け和解　大阪地裁」．
 ₉）　朝日新聞大阪本社 ₂₀₀₆年 ₇ 月₃₁日夕刊「「顧
客から差別」在日男性が提訴　勤務先も応援」．
₁₀）　大阪市西成区在住．在日コリアン ₂ 世．
₁₁）　大阪市外国人教育研究協議会編₁₉₈₆年『市外
教再発足十五周年記念誌』 その一 ，₂₄頁．
₁₂）　SCAP の指示により文部省が民族学校に対
し，日本の学校教育法に従い朝鮮語の授業は課
外活動として取り扱うように通達した後，₁₉₄₈
年 ₄ 月に学校閉鎖が強行された．当局と抗議す
る人々が衝突し合った． ₄.₂₄阪神教育闘争．₄
月₂₄日は抗議行動開始日．
　　（金賛汀 ₂₀₁₀年『韓国併合百年と「在日」』，
₁₆₆頁．
₁₃）　₁₉₈₃年金時鐘氏の講演のなかで，「十数年」
と表現（金時鐘 ₂₀₀₁年『「在日」のはざまで』，
₃₇₄頁）．
₁₄）　内山一雄 ₁₉₈₃年「朝鮮人教育と私」季刊『三
千里』₃₅号．
₁₅）　稲富進 ₁₉₈₀年「在日朝鮮人教育にかかわる私
の原点（ ₁）」『むくげ』₆₇号（http://zenchokyo.
web.fc₂.com/inatomi₁.htm）．
₁₆）朝日新聞東京本社₁₉₈₅年 ₂ 月₁₃日朝刊「在日
韓国・朝鮮人子弟に本名使用を呼びかけ─差別
解消へ指導約束─」．
₁₇）　₁₉₇₀年，日立の入社試験において本名の欄に
日本名を記し，本籍地に現住所を記した在日朝
鮮人二世の朴鐘碩（パクチョンソク）が，「嘘
をついた」ということで採用が取り消され，そ
のことを不服として日立を相手に提訴し，四年
にわたる裁判闘争で勝利した闘争（崔勝久₂₀₀₈
年「日立闘争とは何だったのか」『日本におけ
る多文化共生とは何か』， ₃₄頁）．
₁₈）　のちに「日本の学校に在籍する朝鮮人児童生
徒の教育を考える会」に改称．
₁₉）　稲富進「在日朝鮮人教育にかかわる私の原
点」『むくげ』₆₇号（http://zenchokyo.web.fc₂.
com/inatomi₁.htm）．
₂₀）　大阪市外国人教育研究協議会編 ₁₉₈₆年₁₀月
『市外教再発足十五周年記念誌（一）』， ₂₀頁．
₂₁）　辛基秀 ₁₉₈₀年「本名で卒業して十一年」季
刊『三千里』₂₄号，₁₂₉︲₁₃₀頁．
₂₂）　サラムとは，「人」を表す韓国語である．同
校の部落解放教育のための副教材は，『にんげ
ん』であった．
₂₃）　内山一雄 ₁₉₇₅年「わが子が私をかえた」『ま
だん』 ₅ 号， ₁₁頁．
₂₄）　扇田文雄 ₁₉₇₇年「本名をなのることの意味」
『三千里』₁₂号， ₆₃頁．
₂₅）　内山一雄 ₁₉₇₅年「わが子が私をかえた」『ま
だん』 ₅ 号， ₁₁頁．
₂₆）　金一男（キム・イルナム）₁₉₇₇年「ぼくの本
名宣言」『사람 生活編 I』（ブレーンセンター）， 
₇₅頁．
₂₇）　大阪市市民局人権部 ₂₀₀₂年『外国籍住民施策
検討に係る生活意識等調査報告書　概要版』．
（http://www.city.osaka.lg.jp/shimin/page/．
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₀₀₀₀₀₀₄₃₃₉.html）．
₂₈）　イルムの会 ₂₀₁₁年『金（キム）ソンセンニ
ム』（新幹社）， ₁₂₆頁．
₂₉）　李月順 ₁₉₉₅年「在日朝鮮人と民族教育」『ほ
るもん文化』 ₅ 号，₆₁頁．
₃₀）　ムルレの会 ₁₉₈₂年 ₁ 月 会報『ムルレの会』
₁₄号（一枚刷り）．
₃₁）　伊地知紀子 ₁₉₉₄年『在日朝鮮人の名前』（明
石書店）， ₅₃頁．
₃₂）　横浜市教育委員会 ₁₉₉₂年『在日外国人（主と
して韓国・朝鮮人）教育指導の手引き　平成 ₃
年度』， ₁₂︲₁₈頁．
₃₃）　民族名をとりもどす会編 ₁₉₉₀年『民族名を
とりもどした日本籍朝鮮人』明石書店．
₃₄）　民族名をとりもどす会編 ₁₉₉₀年『民族名を
とりもどした日本籍朝鮮人』明石書店，₂₇頁．
参考文献・資料
伊地知紀子 ₁₉₉₄年 『在日朝鮮人の名前』明石書店
稲富進 ₁₉₇₉年「『二つの報告』と今後にむけて」『三千里』
₁₉号， ₁₈₆︲₁₈₇頁
イルムの会編 ₂₀₁₁年『金（キム）ソンセンニム』新幹社
内山一雄 ₁₉₇₅年「わが子が私をかえた」『まだん』₅号， 
₁₀︲₂₀頁
内山一雄 ₁₉₈₃年「在日朝鮮人教育と私」『三千里』₃₅号， 
₂₃︲₂₇頁
扇田文雄 ₁₉₇₇年「本名をなのることの意味」『三千里』
₁₂号， ₆₀︲₆₇頁
大沢真一郎 ₁₉₇₈年「大学の朝鮮語講座を考える」『三千
里』₁₄号， ₁₀₂︲₁₀₇頁
姜徳相，姜在彦，金達寿，李進熙 ₁₉₈₆年 「歴史教科書
の朝鮮を問う」『三千里』₄₅号， ₂₆︲₃₉頁
金一勉 ₁₉₇₈年 『朝鮮人がなぜ「日本名」を名のるのか』
三一書房
金時鐘 ₁₉₈₆年『「在日」のはざまで』立風書房
金賛汀 ₂₀₁₀年『韓国併合百年と「在日」』新潮選書
栗原純 ₁₉₇₉年「高校の歴史教育において」『三千里』₁₉
号， ₁₈₉︲₁₉₁頁
黒沢義雄 ₁₉₇₉年「『三の一』の子どもたち─本名を呼び
名のる」『三千里』₁₉号， ₁₈₀︲₁₈₅頁
月刊社会教育編集部編 ₁₉₉₃年 『日本で暮らす外国人の
学習権』国土社
佐藤文明 ₂₀₀₉年『在日「外国人」読本』緑風出版
杉谷依子 ₁₉₈₆年「朝鮮を正しく教える教育と副読本『サ
ラム』」『三千里』₄₅号， ₆₀︲₇₀頁
武富瑞夫 ₁₉₇₉年「中学の歴史教育と教科書」『三千里』
₁₉号， ₁₉₂︲₁₉₃頁
鄭大均 ₂₀₀₁年『在日韓国人の終焉』文藝春秋
鳥居省吾 ₁₉₇₉年「自立して歩み始めた子ども会─それ
を支えるオモニたち」『三千里』₁₉号， ₁₇₄︲₁₈₀頁
奈良和夫 ₁₉₇₉年「中学生の朝鮮認識と歴史教育」『三千
里』₁₉号， ₁₉₃︲₁₉₇頁
ぱく いる ₁₉₉₅年「民族教育って何だ」『ほるもん文化』
₅ 号， ₄₀︲₅₃頁
朴一  ₂₀₁₄年 『越境する在日コリアン』明石書店
朴鐘碩，上野千鶴子，崔勝久，加藤千香子 ₂₀₀₈年『日
本における多文化共生とは何か』新曜社
民族名をとりもどす会編 ₁₉₉₀年『民族名をとりもどし
た日本籍朝鮮人』明石書店
ムルレの会 ₁₉₈₂年会報『ムルレの会』₁₄号（一枚刷り）
薮田直子 ₂₀₁₃年「在日外国人教育の課題と可能性」『教
育社会学研究 ₉₂』， ₁₉₇︲₂₁₈頁
吉田道昌 ₁₉₇₅年「発言する生徒たち」『まだん』 ₅ 号， 
₂₁︲₂₉頁
無著名 ₁₉₉₉年「『在日』として生きることの意味を考え
る」『ウリ生活』₁₄号， ₂ ︲₁₄₅頁
